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(原乎力維待ケースとの比較予定}
例)2.030年以降、35GWー定の場合原乎力維待と比級して、多車種目属価lム

約0.7同1"明h.t界.

経済・産業への影響

従業員数{地元)

その他

核不総散怯

。使用済鎗科の直綾処分渇は適
切な保障指置及び紋物質防護
により枝不鉱敏性を高〈維持
することは可能と考えられ
0る.
ただし.処分後数百年から数
万年にわたり鉱周鼠引度が継
続するので.この間の侵入活
動に関するモニタリングや物
的防護の効事的かっ効果的で
国際的に合意できる手段の開
発と実絡が必須. (※) 

りにより.I表不鉱敏要求肉上 前回と同総

国際貢献

後術力維待

海外の動向

。米国【ただし.ユヲカマウンテン
の施級は、使m.奇俗科の再取り出し
O可能}
。興国
0カナダ
0スウヱデン
フィンランド

最終処分場の建盤予定地と

.乾

社会受容性
(立地図鍛性}

-福島司匹敵による新たな原子力施訟の受容性低下
ー対応が必要となる自治体の広域化
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0不要.

MOX燃料製造施設 前聞と同線

中間貯蔵施訟
(5000トン線検〉

。原子力発電所の運転を継続するために1..
間貯蔵版股が必要になる可能性がある.
。でに順次9向 12か所が必要. (約5年ご
段が必要となる.) 
Oまた.使用務燃料の直権処分に関する方策及び立地活動が具体
的にならないと‘ S値段が「中間」貯蔵施畿に留まると地元が確
信しに〈いため.立地1ま困厳になる可能性がある.
更に、福島司匹敵の影響により、新たな原子力施設の受容性低
下.

処分場

0使用済燃料の車後処分に闘す
る十分な知見が得られるまで
は.車後処分場の本格的な立
地活動開始は図雛。

。使用務機料の直後処分に聞する+分な知見が得られるまで1..
O直後処分場の本格的な立地活動開始は困難.
。ガラス固化体と使用涜熔剥の函方の処分相が必要となる. ま
た‘ TRU廃棄物の処分場が必要.
更に.福島事故の膨容により新たな原子力施盤の受容性低下.

(，)これまで固の政策に協力して
きた立地地域との倍額関係を
績なう可能性.
早急に使用涜燃料の寵後処分
に関する研究開発を開始する
ことが必要.
海外からの返還廃棄物の受入
が滞って行き場を失う可能
性.
原子力発電所から六ケ所再処
理飽銭への使用務燃科の儲出
ができな〈なり 順次原子力
発電所が停止する可能性.

本項目のうち. 定の仮定の
基に定量化が可能なものを算
(，)定したところ‘六ヶlJi再処理
関連分が約0.2門/kWh 代智火
力関連分0.7-1.3円IkWhと
なった.合計約巾 9句1.5同
IkWh. 

これまでの民間事業者の犠館
料サイクル八の銀資等の緩済
的規失への対応が必要.

(，)これまで固の政策1=也カしてきた立地地様との信手即調係を領な
(b)う可能怯.
(，)早急に使用済憾科の直後処分に関する研究開発を開始すること
が必要.
(d)中間貯厳施段の立地が密難となり.中間貯灘ができな〈なるこ
とにより、使用清路料が発電所に奮識し.プラントが停止する
リスクが生じる.
(，)溜外からの返還廃棄物の受入が滞って行き場を失う可能性。
原手力発電所から六ケ所再処理施陵への使用清燃料の微出がで
きな〈なり.順次原子力発電所が停止する可能性.
{刊

政調底変更に伴う際組 Fの'"繍によるプラント停止リスク

これまでの民間事業者の篠悠料サイクルへの役資等の経携的鍋
失への対応が必要.

。筏燃料サイクルの技術革新は享受できない。これを享受するべ〈政策
。変更するのはνナリオ@や骨より圏聴である。{※}
。原予カ発電の規制院が大幅に縮小する場合1=原子力政策を変更して
対応する必要はない.
日米原子力也定等国際的な制約から‘将来において綾鎗料サイクル
を実絶できな〈なる宵能栓が高い。

選択肢の確保
〈柔軟性}

は直後処分することについても研究開発を進め、
ンとして確保しておくべきである. (#6. 7 
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離』 細川崎曹の批|踊子力ケース 1(附 30司

明不陣IA
 
i
 

鵬
一
昨
0
5
 

1
5
 
2
 

年一O司m
一
(
-
9
&
-
ス
-
ケ一力一予一原一

幸

誠
一
紺定

安全の確毘

ナ

は

・

慮

シ
性
い
に
考

て
能
よ
合
由

い
可
て
唱
様

お
る
え
る
問
。

に
じ
考
す
と
る

点
生
と
択
③
あ

視
が
い
理
オ
が

の
差
な
を
リ
項

慢
の
ど
卦
ナ
穆

確
問
ん
担
シ
き

全
オ
と
俊
、
ベ

宝
リ
由
直
は
す

0

0

 

前回と同樟
(福島事故を踏まえた安全確慢が必要)

前
提
条
件
と
し
て
必
要
不
可
先
立
視
点

-福島事故圭踏まえた安全
確保が必要

技情的成立性

O技術町選択が50年桂になる技
況下において、それまでの
問、核燃料サイクルの技術基
盤町維持及び研究開発の実
施、並びに直接処分の研究開
発由実施を平行して進めるこ
とが必要となるが、記録とし
て残せない技荷の維持や貴金
調達等の点で困難が大きい。

O将来、再処理を実施する場合
に I~，軽水炉(ブルサマ
ル}核融料サイクルにより、
1-2割程度のウラン宣車節
約効果がある.さらに、高速
増殖炉唱燃料サイクルが実用
化されれば、半永久的な桔酷
料費舗が揖られる可能性があ
Oる。
直接処世を遭択した場合に
は.シナリオ③と同じ。

再晶理技荷!不確実性憶下
FBR:もんじゅ再起動失敢
により進展は僅か

直接処分，海外実掴I~進
捗、国向知見lま選択肢確保
となるほど進捗なし

前固と同繍

責調節的性且び供枯安定性
(エネルギーセキュリティ)

-新興国のエネルギー開発
が加速、需要が増加
エネルギー責諌冊格の高
瞬、貰盟確樺町議争量化

前回と同様
{判断が遅れれば、新興国の需要増加等により.置車的制約がより厳し〈なる恐れあり.また、減原子力と
なることで、再畠理量に肥曹がある場合1ま、再処理量が語る分だけ、再担理によるエネルギーセキュリティ

上のメリット I~小さくなる. ) 

政
量
的
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義
由
Lt. I r一一一一一一一 -1一一一一一一「一一一一一一一『一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 l
義| ド年聞の量電設崎容量
冊IU田醐e)により畳終的に発生
署 11する故射性廃棄物自体積
言1i (及び担分に聾する面積]
引 r二二宮山:iW威蔚荏麗量抽10将来、再処理を実施する場合い一一一一一一一一~
~-:. I には、シナリオ①に閉じ.
で i! 10将来、再処理を実施しない場
"'1 合には、シナリオ③に閉じ.

1中吋繭
i -曲射性廃棄物
由放射能の潜在的な有害度

r----------ー一一一一一一一一ー一T一 一一一『ー一一一一時一一一一 一一一一γ守 τ車湾問Eヲ"荷電flT1ご"lJ)V;luuz:-1 一時ーー一一一一一 一一一一一一一一一一ー 一一--ー 一ーー“一一一一ーーーー一 月一一ー一 一一ーー一一一一一一一一i 量生する二酸化時の量 ! どのシナリオでも、叫んど附刊誌2長期目揮の明確| 前固と同樟 -
l 差がない(量生しない). いヒ 1990年比で2020年までl 恒し、減原子力L伴う代替冒頭構成により.ケース間で差があり

1'--'-一一一一一一一一ト一一一一一一一一一'-?Jo叫岨」一一I 一一←一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一」
1 0 将来再処理が置択されればシ• 1 前回と同様
ナリオ①に同じ
10直接且升が遭択されればシナ 前回と同樟

a..=......_M.==..... リオ③に同じ.! 耐の有効活用性
(リサイクル}

環境適合性
(楯環型社会との適合性}
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前面E肩膏

経語性
(核酷料サイクルコスト)

(数値は割引率2崎町場合)

1"----.-.--.-.--.---.-1--一一一一 一一一下一一一 一一一|一泊ア9l'i7IiWll(翻「丁一初日円7kWfil鞘|率一lー約日附陥潤|百l率一
3崎 3拍 3同)

r=..."...L:><.=__. 十ljl:整コストが顕在化割引率3%/設備利用率割引率3帖/設備利用率割引率3判/設備利用
引 i原子力発電コスト | 約4.7-4.8円ん蜘 い運転中コストはこれ| 80帖/稼働年数40年)'1 80砧/稼働年数40年)1 率B口同/稼働年数40
高Ii I ~， "議論予定 コスト検証小委報告警実| コスト検証小委報告書案| 年)
1 ! 資本費等6.8円/kWh+下記| 資本費等6.8円/kWh+下記| コスト検証小委報告書案

轟1~一 一一一一|一一一一一一一一L一一一 L.-__..:'t.ω四社一ーし __:!t，(.~'-I.kコ品一一|皇室費量.6~aElL!IWb.:l:.:E誌
の， ; 
比
曲 約1.1-1.2阿/kWh
面11うち核燃料サイクルコスト|
量 うちフロシトエンド 0.61門
を1i うちパツタエンド 0.49-師同十

引 i一一一 一卜 一一一 一十一一一 一一卜一一一一一卜一一一一一一一ト一一 一一一一一

視

点六ヶ所再処理工場の珪設の
進展

一一一 一 J一一 一一一一一一一一一一
参考値)

i 鹿子力発電コスト+ 約5.6-6.3円/kWh つ

: 政策変更に伴う費用

トー 一一一一 ト一一一一一一一一←一一一一_.，一一 一一 一--一一一一一一一一一

10 政策韮更に伴う課題として
ま.立地地壇と田信頼関慌を
損なう可能性など樟々な項目
が存在するが、ここでは、-
10 )E由恒定の基に定量化が可能
l なものについて算定結果を求
l めた.

i政措韮更コストを計草する際| 政聾宜更により原子力量電所
!の前提事項 が停止する蓋酷性については

確定的なことは言えないが、
代替火力発電関連のコスト草
定の際の政措変更桂の運転再
開時期は、①2015年、②2020
年とした，これは、再処理を
前提にしない中間貯蔵施設田
立地やサイト向貯融容量の大
幅増といった対荒がこれだけ
の時聞をかければ立地地壇の

1. 14円角川(割引率3同) 1. 15円/kWh(割引率3同) 1，17円/kWh(割引率
3同)

政量産亘コスト 。



前回大綱の『シナリオ@当1 .-訪日品ム刷幽品衛北 ニエ;;;:c:" 揖周子力ケース2(2030年 10GWJ 

O コストの帽lま岩種の遣い等に
よるもの

経済ー産業へ由草書 キ新規追加項目
{原子力維待ケースとの比較予定}

例)2030年以降、35GW一定の寝合、原子力維持と比鮫して、発電原価は、約日7門IkWh上昇.

世業員艶[地元)

その他

O将来、再処オた①理場を合と選択した場合 前回と同樟
はシナリ 同等、全量オ直@ 

O 接政と処同措分等決.定し桂協び、定植)物患IAEはで質をA締防やシ、ナ米結護り直国にリし等すた罷保る

Ei顎Z臨時 E い白その に措おいて
中東高諸ま国り田植兵器開尭不童拡融散に合意でる置を

政 桟不拡散性
田に1性o年が以よの時 由 により、桂

策的 聞かかる可能 ある.
要求向よ

意
義
由

比較

術量を

行視点つ
滋原子力により、原子力発電所新設がないので、メ カ 田技冊力維持困難

技師カ維持 *斬規追加項目

国際貢献 *新規追加項目
進-・F国め田際ら開梧れ発燃て取料おりパりや、ンめ海ク、外あ(のIAるE原Aい子、は力l遅UE発れ叫電がが所想設に定立対ささすれれるるる燃一こ料方と供か、給載b憧が、証回国に陪に活寅お用献け可にる能王『障畦謹縮ウラン備蓄対軍事業jが

主要因ではない.

韓英仏国国国P"のにH!まL再てWM処O姫PのXu分利理高利り場用技用ま立)術方り地を撞策進公得(展表意余あ欲剰
i量2今0を1後0樟年討、値.。用。世E済は用桝ユ語ッ酷カ料軍マiま事ウ現関ン在連テ大曲ン米半射処国は性分発廃場電章の所一許で認サ可イ申トで請向長を貯期取障的りさな下れ管げて理、いL 

海外由動向

-福施島事設故によ性る新たな原

[社立会地畳困容難性性)
子力 の畳容器下
対広応が必要となる自治体
の域化
ー・ーーーーーーーーーーーーー・ーーーーーー

O 当面、 六ヶ所再処転処5処0理理年理用施が度描を設必実頃設の廃

将来の判断次第

止ま措た置将あるいは 甚施. 
O 、来、再す
る場相合には、 20 頃設容で
に当規模の再 が必

・ー--ー

O将来、 再20処50理年度を実頃料施加まする場相合
将来の判断次第

現実
には、 でに 当が
規必模要田O)MOX撚 工施盟

的

制な
.. ...ーーーーーーーーーーーーーー

柏条fと牛

O 原る子力集電所の極設順年.置めがZごRさ転て必9とNら近要をにに1担2いに1、か植将箇な2所す来0所る5 1 

O至近年で発電所置転への影響の可能性あり

ために属はあ施、る

な 可年に能度中間性頃貯がまでに 21か箇所所が0 
る

視点 必要.貯(約融施5年設 1 
の中聞 が必要とな

O憧あ用済牒料がの確直認接処分に関する方地策が、及鑑び立地活動が具体的にならないと、地元が『中間」貯蔵施設で
るζと しくいため、立 固になる可能性がある.

言袋詰誕鰐;
-・・・・ーーーーーーー・ーーーーーー一一一一一一一一一一一一

O佳方周針なな溝が担の燃決料まの取級についての
O処分場の必要量は‘判断次第.判断先送りが続〈と、政需に関する疑問が生じ、施設立地の困難性が高

がる必までは、 どのよ まる可能性がある。

う 分場 要活動になるか不
明 で、立地 I~困難。

現実的 左記シナリオ棄のと③項物にのと目よ同じ項目に
前回と同線

(f)高加決えレベ、以ル鹿下 が処分あ形る瞳.を

制な約最
めないこ より、処分場
の立地活定動が進まない.

SFの蓄停積止にリよスるクプラント政策車lI!l=伴う課題 (g)直筆情決開 しないことにより、

{と牛
控 発田方向性が不遺明に
なる

な (h)政軍.'法定しないことにより、

る 韓国が再処理を行うことに

視点
ついて由国能際性的理解を維持で
きない可 がある.

選択肱
O 将持と固人来とは材民困にを間政難維の章で持財遺、水す政択準る事を必は情行要低うかたがいらめあの、こ控るでのが情は維、

前回と同様

の

確梶

。襲撃臨ip
将来

の

不確

実
選択{柔肢軟の性確)保

性
へ
由
対

応能力

) 

の

視点



評価の視点

安全の確保

「減原子力ケース1(2030年 30GW一定)Jの比較

シナリオ③ (LWR直接処分)シナリオ① (LER-FBR) シナリオ② (U恨ーFRl シナリオ④ (LWR限定リサイヴル)前回からの情勢の変化

安全確保の視点においてシナリ
Oオ聞の差が生じる可能性はほと
んどないと考えてよい。(※)

え、中間貯蔵施設の安全

将来のF

技術的成立性

実施が不可能となるような特段
の技術的課題は見あたらない。
Oただし、経済性向上、高速増殖
炉核燃料サイヴル実用化等の研
究開発の継続が必要。

課

含
的街技の段特な

h

つよるな
.と

ケ所再処理工場、もんじゅの進展によ
り、技術的不確定性は更に低下。

資源節約性及び供給安定性
(エネルギーセキユリ
ティ)

環境適合性
(循環型社会との適合性)

さくなる。
(68-30=38GWlの発電電力量を仮に全量天然ガス火力で代替した場合、

ことや国内の原子燃料加工工程にウランが存在することで備蓄性が高〈、これは減原子力でも変わらないが、減原子力
た分だけ、日本全体でのエネルギー備蓄は小さくなる。(現在の設備容量 (46GWlでの備蓄効果は右j由備蓄に要するコ

O軽水炉(プルサーマル)核燃料
サイクルにより、 1-2割程度トエ
のウラン資源節約効果がある。|騰、資源確保の競争激化
Oさらに、将来、高速増殖炉綾燃|・上記により、ウラン資源節
料サイヴルに移行できれば、国|約効果の価値やエネルギーセ
内に半永久的な核燃料資源が確lキユリティの重要性は高まっ
保できる可能性があるロ lている
O再処理技術はエネルギーセキユ|・海水中のウラン利用につい
リティ方策の多様化に資する。|ては、大きな進展はない

クJレのメリットはヴルのメリットはな
い。

再処理により資源を回収利用
し、廃棄物量を減らすことを目
O指す活動は、資源採取量や廃棄
物発生量の抑制、資源の再使用
や再生利用等からなる循環型社
会の哲学と整合的である。

L、。
ウルのメリットはウルのメリットはな

L、。
向けた取

、発電分野において
であるロ

高レベル放射性廃棄物の発生量
は、再処理した場合、直接処分
O した場合に比ベて体積で30-
40首程度(面積では約半分-2/3
程度)に抑制される。

富レベル放射件陽妻物の号事牛量!土‘罵肌理しト場合‘直権処分した場合に陀ベ7依稽7'3日-40%.呈摩 f商稽でi士約車骨-213程摩)に抑制言れ.o，"

JAEA試算

JAEA試算



高レベル放射性廃棄物
の放射能の潜在的な有害

度

射
干
な
。
タ
準
あ

放
の
的
る
イ
基
が

ル
)
在
す
サ
の
性

ベ
体
潜
較
料
こ
能

レ
化
の
比
燃
、
可

高
固
能
て
核
ぽ
る

の
ス
射
し
炉
れ
き

で
ラ
放
と
殖
れ
で

オ
ガ
る
準
増
さ
に

リ
(
け
基
速
化
初

ナ
物
お
を
高
用

ν

シ
棄
に
度
、
実
約

の
廃
後
害
来
が
り

こ
性
年
有
将
ル
よ
る

0

0

 

(変化なし)
、高速炉が実用化されれば、こ
約1/8以上 (1/30以下)にできる
る。

発生する二酸化炭素の量 10どのシナリオでも、ほとんど差
『 がない(発生Lない)。

-温暖化対策のためのC02排
出削減の長期目標の明確化
(1990年比で2020年までに
25%削減)

シナリオでも、ほとんど差がない(発生しない)ロ
ただし、既存のエネルギー基本計画通り建設が進んだ場合の設備容量との差分 (68-30=38GW)の発電電力量を全量天然ガスで代替した場合は約1.3億 t程度、全量石炭
力で代替した場合は、約2.3j章t程度C02発生量が増加。排出権購入で対応する場合、約2200-4100億円/年の費用が必要。

資源の有効活用性
(リサイクル)

軽水炉(プルサーマル)核燃料
Oサイヴルにより、 1-2割程度
(プルトニウム利用で約13%、
さらに回収ウラン利用すると約
26%)のウラン資源再利用効果
カ〈ある。
さらに、

O料サイク
半永久的

(プルサーマル)核燃料サイクルに
、 1-2割程度(プルトニウム利用で
13%、さらに回収ウラン利用すると約
%)のウラン資源再利用効果がある。
さらに、将来、高速炉が実用化されれば、
プルサーマルの適用範囲拡大(フルMOX

できる可能性がある。
し、減原子力となった分だけ、再処理
る資源有効活用性は小さくなる。

(プルサーマル)核燃料サイヴル
1-2i!ilJ程度(プルトニウム利
さらに回収ウラン利用する
のウラン資源再利用効果があ

し、減原子力となった分だけ、再処
よる資源有効活用性は小さくなる。

原子力発電コスト

O現在のウラン価格の水準の下で
は、直接処分した方が再処理する
よりも核燃料サイクルコスト(注
発電コスト全体の2-3割
の部分}は約0.5-0.7円
IkWh低い。
0政策変更に伴う費用のうち定量
化できるもの(六ケ所再処理工場
関連及び代替火力関連の費用)を
四年聞の発電量で均等化したも
のは約0.9-1.5円IkWhにな
<.. 

事故コストが顕在化

、仮に政策経費や事故コストが同じだけ必要であれば、発電コストは割高となる。

うち核燃料サイヲルコス
卜

約1.6円/kWh
(割引率2%)

SF発生量想定(設備利用率
70%) 
六ヶ所分3.2万本
白地分O.7万本

政策変更コスト 六ヶ所再処理工場の建設の進
展

経済・産業への影響 *新規追加項目

990年比20%減とする場合〉
j(RITE:H23.11lから引用)

(設備容量68GW)通り建設が進んだ場合の設備容量との差分(68-30=38GW)の発電電力量を仮に全量天然ガス火力で代替した場合、約1.7兆円相当の
ることとなる。燃料費高騰に伴い電気代が増加すると消費への影響、製造業等の海外移転によりL圏内の景気が悪化する恐れがある。

E約9.0円IkWh(割引率3拍)
約8.5円/kWh(割引率3%) |(害問率3帖/設備利用率70%/稼働年

(割引率3同/設備利用率70軸/稼働'
年数40年)

コスト検証小委報告書案
下記

スト

1.00-1.02円IkWh(割引率3拍) 1.48円IkWh(割引率3%)



核不拡散性

我が固では国際共同作業で合意
できる厳格な保障措置・核物質
防護を開発し大型再処理工場に
O適用すること、将来のMOX燃料
加工工場についても厳格な保障
措置・核物質防護を適用するこ
とが期待できることから、再処
理.MOX燃料加工の核不拡散性
を高〈維持することは可能であ
ると考えられる。(※)
将来の高速増殖炉システムにつ
いては、広範な利用が可能にな
るよう不純物を多〈肉包する再
O処理・燃料加工を採用するなど
肉在的核不拡散性を増す研究開
発が進められている。
平和利用に限定することへの約
束に対する国際理解の増進と核
不拡散体制の充実を探索する努
O力、技術の改良改善活動の維持
が重要。

の絞兵器開発意欲の
り、核不拡散要

I RC/225/Rev.5が発行さ
など、国際的に核セキュ
リティ強化の傾向である。

作業で合意できる厳
護を開発し大型
ること、将来のMOX
も厳格な保障措
ることが期待で
MOX燃料加工の
ることは可能で

Oフランス
Oロシア
O中国

将来の第二再処理、'高速炉等については、
広範な利用が可能になるよう不純物を多く
肉包する再処理・燃料加工を採用するなど
肉在的被不拡散性を増す研究開発が進めら
れている。

ることへの約束に対す
と核不拡散体制の充実
、技術の改良改善活動の

妓術力維持 *新規追加項目
あれば、減原子力による原子力に関する技術力への影響は対応可能な範囲と推定される。しかし、より原子力を減じる場合は、原子力発電所の新
メーカーの原子力人材の層が薄くなるなど、サイヲル技術も含めた原子力技術の維持が困難となることが考えられる。

技術力に影響がある場合は、プラント輸出も含め、国際貢献に支障をきたすことが考えられる。また、韓国が受注したりAEのプラントは60年運転保証となっ
り、国内の運転期間が60年未満の場合は、輸出の制約となることが考えられる。

国際貢献 *新規追加項目
. FBR研究の共有等によって、国際貢献が1.FR研究の共有等によって、国際貢献が可

圃FBR開発取りやめ、あるいは遅れが想定されることから、国際貢献に支障

海外の動向

仏国HLW処分場立地進展あり
韓国の再処理技術獲得意欲の

高まり
英国にてPU利用方策(余剰PU
はMOX利用)を公表

仏にて再処
て使用。現在
卜内で貯蔵さ

予定。
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社会受容性
(立地困難性)




